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本報告書は、原子力規制委員会の令和 2 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分

野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業による委託業務

として、公益財団法人原子力安全研究協会が実施した「放射線防護に関する国際動向報告会」の成果を

とりまとめたものである。 



 

 

まえがき 
 
本報告書は、令和2年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における課題解決型ネット

ワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の一部として、「国際動向に関するアンブレラ内の情

報共有」を国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構より受託し、放射線防護に関する国際動向報告会で報告

された内容と議論を取りまとめたものである。 

原子力規制委員会は原子力に対する確かな規制を通じて人と環境を守ることを使命としており、課題に応じた

安全研究を実施し科学的知見を蓄積している。平成 28 年 7 月 6 日には「原子力規制委員会における安全研究の

基本方針」を公表し、放射線源規制・放射線防護分野に対しても調査研究活動の推進をしている。また平成29年

度からは放射線源規制・放射線防護による安全確保のための調査研究を体系的かつ戦略的に実施するため、放射

線安全規制研究推進事業及び放射線防護研究ネットワーク形成推進事業で構成される放射線安全規制研究戦略的

推進事業を開始している。令和 2 年度放射線防護研究ネットワーク形成推進事業の採択事業「放射線防護研究分

野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」（事業代表機関：国立研究開

発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所）では、放射線規制の改善に向けて、関係研究機関によ

るネットワークとそのアンブレラ型統合プラットフォーム（以下「アンブレラ」という。）の構築を行っている。 

本事業「国際動向に関するアンブレラ内の情報共有」では、「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワ

ークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」の一環として、アンブレラが情報共有の場として機能するこ

とを目的とし、ICRP 等の放射線影響・防護に関係する国際的機関等の動向について情報共有し、専門家も交え

て広く議論を行うため、「放射線防護に関する国際動向報告会」を開催した。 
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1 事業目的及び内容 

令和 2 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークと

アンブレラ型統合プラットフォームの形成」では、放射線防護に関わる専門家が放射線規制の改善に向けて、

自発的に関与し、ステークホルダー間の合意形成をリードするため、ネットワーク（以下「NW」という。）を

構築し、情報や問題意識の共有、課題解決のための連携や協調を行っている。また関係研究機関によるNWと

そのアンブレラ型統合プラットフォーム（以下「アンブレラ」という。）の構築も行っている。本事業「国際

動向に関するアンブレラ内の情報共有」は、「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレ

ラ型統合プラットフォームの形成」の一環として、アンブレラが情報共有の場として機能すること、さらに報

告会で得られた内容がNW事業においてアウトプットとして活かされることを目的とする。 

アンブレラ関係者及び放射線防護に関心のある方を対象に、ICRP 等の放射線影響・防護に関係する国際的

機関等の動向に関する報告会を、昨年度に引き続き企画して開催した。 

今年度は、まず報告会に先立って企画会議を開催し、報告会の趣旨や目的、進行方法の検討を行った。企画

会議における主な決定事項は以下の通り。 

・ サブテーマは「放射線防護の基礎となる放射線リスク評価に関する国際動向」とする 

・ UNSCEAR、ICRP/C1、NCRP、IAEA/RASSC、OECD/NEA各委員会委員により、サブテーマに関連す

る最新の動向（最近の検討状況）を紹介してもらう。 

・ ICRP、UNSCEAR、IAEA/RASSC、OECD/NEA、WHO、NCRP/PAC1に関連する有識者による円卓会

議で議論を実施する。 

・ 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、報告会はオンラインで実施する。 



 

2 
 

2 実施概要 

 

1. 開催日：2021 年（令和 3 年）1 月 8 日（金）13:00～17:00 

2. 主催：原子力規制委員会、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 

3. 開催方法：「Zoom ウェビナー」によるライブ配信 

4. テーマ：「放射線防護の基礎となる放射線リスク評価に関する国際動向」 

5. プログラム 

時間 内容（敬称略） 

13:00～13:10 事務連絡：ウェビナーに関する諸注意 

13:10～13:15 開会挨拶：高山 研（原子力規制庁） 

13:15～13:30 

 

講演「UNSCEAR におけるリスクに関する検討状況」 

講師：川口 勇生（量子科学技術研究開発機構） 

13:30～13:45 

 

講演「ICRP 第１専門委員会（C1)における検討状況」 

講師：酒井 一夫（東京医療保健大学） 

13:45～14:00 

 

講演「米国放射線防護審議会（NCRP）での放射線リスクに関する最近の検討状

況」 

講師：浜田 信行（電力中央研究所） 

14:00～14:15 

 

講演「IAEA 放射線安全基準委員会（RASSC）における最近の検討状況」 

講師：荻野 晴之（原子力規制庁） 

14:15～14:30 

 

講演「OECD/NEA 放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）における最近の検討

状況」 

講師：本間 俊充（原子力規制庁） 

14:30～14:40 休憩 

14:40～16:55 

 

パネルディスカッション 

「放射線リスク評価に関する国際動向」 

ファシリテーター：[ICRP MC]甲斐 倫明（大分県立看護科学大学） 

パネリスト：[ICRP C1]酒井 一夫（東京医療保健大学） 

[ICRP C2]佐藤 達彦（日本原子力研究開発機構） 

[ICRP C4]伴 信彦（原子力規制委員会） 

[ICRP C4/OECD/NEA]本間 俊充（原子力規制庁） 

[UNSCEAR]川口 勇生（量子科学技術研究開発機構） 

[IAEA/RASSC]荻野 晴之（原子力規制庁） 

[WHO]神田 玲子（量子科学技術研究開発機構） 

[NCRP PAC1]浜田 信行（電力中央研究所） 

16:55～17:00 閉会：高橋 知之（京都大学） 
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3 報告会での講演とパネルディスカッションの概要 

本報告会は、「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型プラットフォー

ムの形成」の一環として、放射線防護に関連する代表的な国際的機関（原子放射線の影響に関する国連

科学委員会（UNSCEAR）、国際放射線防護委員会（ICRP）第一専門委員会（C1）、米国放射線防護審

議会（NCRP）、国際原子力機関（IAEA）放射線安全基準委員会（RASSC）、OECD/NEA 放射線防護・

公衆衛生委員会（CRPPH））の動向の情報共有を行うとともに、放射線リスク評価に関する国際動向と

いうテーマを中心に議論を行うために開催した。本報告会は新型コロナウイルス感染防止のため、登壇

者はそれぞれ離れた場所からビデオ会議システムに接続し、一般参加者への報告会のライブ配信を行っ

た。登壇者は 9 名で、一般参加者は 100 名であった。 

 

1. 日時：令和 3 年 1 月 8 日（金）13:00～17:00 

2. 開催方法：「Zoom ウェビナー」によるライブ配信 

3. 概要： 

3-1.「開会挨拶」高山研氏（原子力規制庁） 

開会にあたり高山研氏（原子力規制庁 長官官房 放射線防護グループ 放射線防護企画課企画

官）より挨拶があり、本報告会の位置付けや目的について以下の紹介があった。 

現在、原子力規制庁は放射線防護研究ネットワーク形成事業を行っており、その中で採択され

た事業の 1 つがアンブレラネットワーク形成事業である。その事業の取組みの 1 つして国際動向

報告会がある。内容としては、ICRP や IAEA などの国際機関の動向を踏まえて、放射線防護の

基礎となる放射線リスクをテーマに関係の専門家の方々が集まり、講演し議論を行ってもらうも

のである。本日のテーマは放射線リスクに関する国際動向ということで、講演の後にパネルディ

スカッションを予定している、本報告を通じて解決すべき課題が明確にされ、規制の包括的な推

進に寄与することを期待している。 

 

3-2. 講演 

講演 1「UNSCEAR におけるリスクに関する検討状況」川口勇生氏（量子科学技術研究開発機構） 

講演では UNSCEAR の組織やその役割について紹介があり、最近の動向として公表されてい

る 2013 年報告書、2015 年白書、2016 年・2017 年・2019 年報告書及び白書の概要と未公表で

ある2020年報告書の概要について報告があった。またUNSCEARにおけるリスク予測として、

UNSCEAR におけるリスクの定義が紹介され、2012 年附属書 A におけるリスク推定に関する

放射線被ばくと健康影響の帰因性についての概説と附属書 B におけるリスク推定と予測におけ

る不確実性のレビューの紹介があった。 

 

・ フロアからの質問：UNSCEAR 報告書の和訳の発行状況はどうなっているのか。 

・ 回答：2012 年頃までは量研機構放射線医学総合研究所が和訳を作成してきた。福島の報告書

は UNSCEAR で和訳を作成し公開している（川口氏）。 

 

講演 2「ICRP 第 1 専門委員会における最近の検討状況」酒井一夫氏（東京医療保健大学） 

ICRP 第 1 専門委員会（C1）の役割や最近の検討状況の紹介があった。C1 では、放射線の作
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用のメカニズムと確率的影響の誘発のリスクの検討を行っており、2017 年の旧 C5 の発展的解消

に伴い「環境の放射線防護」が検討課題に追加されている。講演では C1 の下に設置されている

TG64、TG91、TG99、TG102、TG111、TG115 の紹介があった。TG64 ではプルトニウムおよ

びウランといったα核種についてがんのリスクの検討がなされており、報告書がパブリックコメ

ントの段階を終えその反映を対応していること、TG91 では低線量や低線量率の放射線によるリ

スク推定について検討がなされており、すでに報告書が完成しており C1 の中で共有されている

と紹介があった。TG99 は C5 からの流れを受け、標準動物や標準植物のモデル化の検討がなさ

れていると報告があった。その他にも TG の前段階として、「予備的な」段階と位置づけされるワ

ーキングパーティについて、「放射線による循環器疾患」「子孫への影響および継世代影響」「異な

る線種の影響」「デトリメント算定のためのパラメータの検討」と 4 つの検討の紹介があった。 

まとめとしては、人間と放射線との関わりは TG115 の宇宙空間といった新たな領域に展開さ

れつつあること、ICRP の次期基本勧告を見据えた構成要素の整備が進んでいると検討状況の報

告があった。 

 

講演 3「米国放射線防護審議会（NCRP）での放射線リスクに関する最近の検討状況」 

浜田信行氏（電力中央研究所） 

冒頭に米国放射線防護審議会（NCRP）の米国内での役割や刊行物について紹介があり、その

後に放射線リスクに関する最近の検討状況について報告があった。直接しきい線量なし（LNT）

モデル/仮説、中枢神経系への宇宙放射線影響に関する検討や低 LET 放射線による神経変性疾患

に関する報告について紹介があった。 

生物学と疫学の統合に関する検討では、NCRP は CDC から財政支援を受け、Commentary 

No.24 と Report No.186 を刊行し、現在の検討状況についても紹介があった。循環器疾患に関

する検討では ICRP での C1 傘下で TG 設置の検討中であること、また NCRP の Commentary 

No.27 と Report No.180 の紹介、PAC 1 での検討状況について報告があった。 

 

講演 4「IAEA 放射線安全基準委員会（RASSC）における最近の検討状況」 

荻野晴之氏（原子力規制庁） 

講演では、IAEA 放射線安全基準委員会（RASSC）の最近の検討状況として、2020 年 11 月に

開催された放射線安全に関する国際会議、個別安全指針「規制免除の概念の適用」（DS499）と

「ラドン被ばくに対する作業者の防護」（DS519）の紹介があった。 

放射線安全に関する国際会合の結論として、倫理的な考慮は今後、防護に関する意思決定にお

いてより重要な役割を果たすこと、防護の基本原則である正当化と最適化を改善する必要がある

こと、最適化に関する決定は線量低減に焦点を当てすぎており、総合的なアプローチが必要であ

ること、規制機関はグレーデッドアプローチの適用を強化する必要があること、免除とクリアラ

ンスの概念はより広範な応用が必要であることなどの 10 の Key areas の報告があった。 

個別安全指針「規制免除の概念の適用」（DS499）と「ラドン被ばくに対する作業者の防護」

（DS519）については、それぞれ国際基本安全基準（GSR Part 3）の関連する要件が紹介され、

指針の策定状況や関連する他文書の紹介があった。 
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講演 5「OECD/NEA 放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）における最近の検討状況」 

本間俊充氏（原子力規制庁） 

冒頭に NEA の戦略計画の紹介があり、その中で放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）の最

近の活動として、作業部会、専門家グループ、ワークショップの紹介があった。講演では、検討

が開始された CRPPH 戦略的方向性の更新が紹介され、次期 ICRP 主勧告に対して CRPPH とし

て実践的インプットを提供する戦略目標が強調され、最近開催された 2 つのワークショップ、“ス

テークホルダーの関与：リスクコミュニケーション”（2019）と”最適化：合理性の技術の再考”

（2020）で得られた知見や課題の報告があった。CRPPH では、人と環境の防護のためのリスク

管理の全体的な最適化を達成するため、重要な課題についてさらに理解を深めることに特に重点

が置かれている。 

 

3-3. パネルディスカッション「放射線リスク評価に関する国際動向」 

 

ファシリテーター：[ICRP/MC] 甲斐 倫明（大分県立看護科学大学） 

パネリスト：[ICRP C1] 酒井 一夫（東京医療保健大学） 

[ICRP C2] 佐藤 達彦（日本原子力研究開発機構） 

[ICRP C4] 伴 信彦（原子力規制委員会） 

[ICRP C4/OECD/NEA] 本間 俊充（原子力規制庁） 

[UNSCEAR] 川口 勇生（量子科学技術研究開発機構） 

[IAEA/RASSC] 荻野 晴之（原子力規制庁） 

[WHO] 神田 玲子（量子科学技術研究開発機構） 

[NCRP PAC1] 浜田 信行（電力中央研究所） 

 

パネルディスカッションに先立ち、講演を行っていない国際機関から放射線リスクに関する最

近の報告があった。 

 

報告 1「ICRP C2」佐藤達彦氏（日本原子力研究開発機構） 

ICRP C2 の委員の紹介の後に、昨年の会合がオンラインで開催されたことの紹介があった。ま

た 2020 年に C2 から発刊された刊行物（Publ. 141「ランタノイド・アクチノイドの線量係数」、

143「標準小児ボクセルファントム」、144「環境放射能による外部被ばく線量係数」、145「標準

成人メッシュファントム」）の紹介があった。検討状況として、C2 の主な議題の紹介があり、2007

年勧告における職業被ばくの核種の最後として OIR Part5 が Public Consultation まで進んでい

ること、X 線イメージングに対する線量係数を評価する TG が C3 と共同で立ち上げられたこと

などの報告があった。 

 

報告 2「ICRP/C4」伴信彦氏（原子力規制委員会） 

ICRP C4 の検討状況について、過去 2 年の会合開催状況や C4 の下にある TG の進捗の報告が

あった。TG98 ではレガシーサイトからの被ばくに関する検討を行っていること、TG97 では浅

地中での放射性廃棄物の処分に関する検討を行っており、すでにドラフトが完成しており、MC

のレビューワーのコメントを受け修正中であること、また C3 と共同で作業を進めている TG109
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や 110 に報告があった。その他には、Publ.96 の改訂の議論や ICRP の用語集整備に関する検討

状況について紹介があった。 

 

報告 3「WHO」神田玲子氏（量子科学技術研究開発機構） 

冒頭に量子科学技術研究開発機構と WHO の関係について紹介があり、WHO のプロジェクト

の中では電離放射線の活動に関しては、チェルノブイリ事故、放射線緊急時、医療用放射線被ば

く、環境放射線などがあると紹介があった。WHO の最近の刊行物として、2020 年 6 月に Covid-

19 の診断において CT や X 線診断を使う場合のガイドラインが WHO Publication として公開さ

れたこと、またその日本語版もあることが紹介された。その他にも健常人への CT 検査の正当化

に関する検討について紹介があった。WHO Document については、チェルノブイリに関する報

告書があり、原発事故対応でも Covid-19 対応に類似した影響があったことが報告された。また

2020 年 11 月に公開された放射線・原子力緊急事態に関するレポートの概要について紹介があっ

た。 

 

報告 4「ICRP/MC」甲斐倫明氏（大分県立看護科学大学） 

ICRP 主委員会からの報告として、初めに主委員会の役割の紹介があり、最近の Publication と

して大規模事故に関する Publ.146 が発刊されたこと、また実効線量に関する Publ.147 が発刊予

定であることの紹介があった。その他の刊行予定として標準動植物に関する Publ.148 や

ICRP/ICRU の実用量に関するレポートについても紹介があった。ICRP の最新の情報として、

2021 年 Bo Lindell メダル受賞者として日本の荻野晴之氏（原子力規制庁）が選ばれたこと、

20201 年シンポジウムがカナダバンクーバーで開催予定であることが報告された。現在活動中の

ICRP TG について紹介があり、日本からの研究者の参加・貢献についても紹介があった。 

 

上記の報告の後、ファシリテーターから 6 つのテーマが提示され、報告会前半の最新の国際

機関の動向を踏まえ、今後どのような分野で知見が変わる可能性があるのか、また我が国での

期待される取組みについて、それぞれ研究や規制の観点から意見交換が行われた。 

 

テーマ 1：低線量・低線量率のがんリスク評価 DDREF 方法論 

① 疫学と生物学の統合、動物実験と人間の疫学データに関する情報共有が行われている。最近、

放射線防護から関心のある線量率や線量での動物実験のデータの見直しがなされ、DDREF

としてはあまり大きくないことが報告されてきている。 

② NCRP は ICRP の TG91 のメンバーが重なることがあり、放射線加重係数と組織加重係数

は ICRP の主勧告に従っている。 

③ 従来は疫学データを中心に、原爆による急性被ばくのデータから DDREF の議論が行われ

てきたが、現在、線量率効果（DREF）と低線量効果（LDEF）に分けて、議論がなされて

きている。近年、ロシアのマヤックの疫学データのような慢性に係る線量率効果の評価のデ

ータがでてきているが、DDREF が 2 を超えるような疫学情報は少ない。人の疫学データ解

析でマヤックデータを加えるかどうかがポイントとなっている。 
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④ JAEA と RERF の共同等で原爆線量評価に用いる人体デジタルファントムの精密が行われ

ているが、光子エネルギースペクトルとリスクとの関連の議論はまだ行われていない。

ICRP TG115 の RBE の議論も組織応答や宇宙を見据えた検討が中心となっている。 

⑤ 従来、DREF は生物データを基礎にして、2 よりも大きい数値が示唆されていたが、ICRP

の TG では、生物では発がん実験データと疫学データの分析によって検討が行われてお

り、2 を超える値を示す情報は少ないのが現状である。日本の PLANET グループが環境

研と放医研のデータをプール解析して、DREF を 3 と推定した論文を報告している。 

 

テーマ 2：がんリスクの修飾因子 

① デトリメント評価では、がんの致死性が配慮されている。がん治療という観点から治癒率が

向上している。治癒率の向上はリスクやデトリメント評価にどのように反映されることに

なるか。 

② 従来は疫学のエンドポイントとしてがん死亡としていたが、現在はがんの罹患のデータが

原爆調査でも主流となってきて、放射線リスク評価に罹患のデータが用いられている。がん

でも致死性が高いものと低いものを考慮するためにがんの致死率をデトリメントの評価に

加えている。 

③ リスク評価では、被ばくしていない集団のベースラインの罹患率が重要になってくる。ま

た ICRP 主勧告の改訂の頻度に合わせて、デトリメントを用いる場合、その時期の治療に

応じた致死率が考慮されるのではないか。 

④ 原爆データを現代の日本人や海外の人種や民族に適用する場合を考えても、ERR モデルを

使うとベースラインが重要になってくる。 

⑤ 組織加重係数のベースとなるベースラインの健康統計の充実度は国によって異なり、現在

は充実した地域のデータが活用されている。今後はデータを世界で平均化することの意味

を考えることが重要になってくるであろう。 

⑥ 規制の観点からは、線量限度を設定する上で DDREF は考慮すべき複数ある要素のあくま

で 1 つである。今後は、リスク評価（予測）する上で、がんの修飾因子をどこまで考慮す

るべきかは検討課題である。低線量域において名目集団を対象とする場合と高線量域にお

いて個々人を対象とする場合で分けるなど、リスク評価（予測）の目的に応じて行われる

べきであり、がんの修飾因子が問題となるとすれば高線量の場合であろう。ICRP の防護

体系は、科学、倫理、経験から構成されており、Prudent（Act wisely）なアプローチを

確立していくことが重要である。 

⑦ リスク評価と放射線防護の複雑さに対する配慮では、前者は複雑化することが許容される

が、後者はどこまで必要か不確かさを減らす考慮が必要になる。 

 

テーマ 3：ラドン・子孫核種の線量評価とリスク評価 

① UNSCEAR では 2019 年レポートの中でラドンの線量評価について記載されている。ICRP

のレポートを含めて包括的にレビューを行った結果、線量換算係数に関しては従来の値を

変更する必要はないという結論である。 

② 疫学はウラン鉱山に関するデータでリスク評価がなれされている。ICRP は、放射線防護の

ための線量評価を疫学データ（原爆疫学とラドン疫学）の比較から行ってきたが、最新の
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Publication では呼吸気道モデルをベースとする方法に変えた。その結果、不確かさの範囲

であるが、ラドン濃度からの線量換算係数に ICRP と UNSCEAR とで違いが生じている。

今後、線量評価の点から注視が必要になる。 

③ 2019年 10 月に開催されたラドンの線量換算係数に関する IAEA技術会合での結論は、GSR 

Part 3 の要件が作業者に対するラドン 222 の参考レベルを 1,000Bq/m3 を超えない値とい

う幅で示しているため、直ちに基準に関する要件を変更する必要はないとしている。現在、

IAEA では ILO と共同で個別安全指針 DS519 を作成中であり、今後、ラドンの線量換算係

数の使用方法に関する国際的なコンセンサス文書として取りまとめられる予定である。さ

らに今後、IAEA は、Position paper を作成する予定である。 

 

テーマ 4：不確かさ、リスク推定とリスク予測 

① リスク予測全体に与える不確かさとして捉えるべきである。不確かさには知識の不足によ

るもの、統計データのばらつきに起因する変動、性差や年齢などの取り扱いの影響などがあ

り、整理が必要である。防護はある程度シンプルにせざるを得ない。精緻化すると実務を複

雑化することにもなりかねない。 

② 従来、不確かさを避けるために防護上は安全側をとってきた。それとは別に真の値を探すア

プローチの継続も必要になってくる。 

③ リスク予測にはリスクの背後にあるメカニズムの理解が必要である。一方で、低線量におけ

る生物学的な実証の難しさがあることも認識しておくことが必要である。 

④ 近年、NEA の CRPPH や IAEA の CSS でアルゼンチンからリスクの検討をさらに深める

提案がなされている、これは、事故に伴って計算される集団線量にリスク係数をかけて得た

将来のがん死亡数がメディアに取り上げられ、法的な賠償における放射線と影響との因果

関係を明確にすることが必要になってきたことが背景にある。過去に起きた事例に対する

リスク推定（放射線起因性）と防護上のリスク予測の区別が専門家の間でもできていない現

状がある。 

 

テーマ 5：Graded approach、合理性、規制免除 

① ICRP でも被ばく状況の違いによる Reasonableness の違いに関する議論が始まったところ

である。 

② ICRP の考え方は、ALARA を定量化することから被ばく状況に変わってきた。NEA では

放射線だけでなく well-being を視野に入れるようになってきた。次の主勧告の改定に向け

た ICRP 主委員会の議論が気になる。 

③ ICRP は Reasonableness と Tolerability の TG の議論に注目しているが、TG を Ethics に

位置付けたことからも、防護の根本的な考え方の一つとして取り入れるのではないか。 

④ 来週の IRPA の大会でも Reasonableness のセッションがある。Reasonable には practical

や fairness といった意味もあり、今後は方法論の fairness が重要になり、より倫理面での

議論が重要になる。 

 

テーマ 6：リスコミュニケーション 

① IAEA は、緊急時におけるパブリックコミュニケーションに関する共通安全指針 GSG-14 を
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2020 年に発行した。この指針では、放射線起因性に関する UNSCEAR2012 年レポートを

踏まえ、放射線の健康影響を 3 つの色に分けて、尺度を示しており、それぞれ具体的な線量

も数値が示されている。健康に害を及ぼす領域を「赤」、健康影響の可能性のある領域を「黄」、

そして、観測可能な健康影響は見られない領域を「緑」としているが、これらの指針の内容

が実際の社会でどこまで機能するのか、議論する余地がある。 

② WHO は、緊急時のコミュニケーションに関する報告書を公開したが、コミュニケーション

の一般化をどこまで可能か疑問である。平常時のリスクコミュニケーションについては

WHO からラドンや小児の医療被ばくについてレポートをまとめている。平常時は日本でも

利用可能かと考えた。放射線のリスクの観点から線量の比較を誰が判断するのか、一般化で

きるものを今後検討する必要があると感じた。 

 

3-4. 参加者からの質問および意見（パネルディスカッションの中で紹介・回答） 

講演に対する質問を受け付け、パネルディスカッションの内で質疑を行った。パネルディスカ

ッション中も質問を随時受付し、順次質疑を行った。概要は以下の通り。 

Q：被ばく時年齢と到達時年齢は、それぞれの評価はどうなっているのか。 

A：原爆被ばく者のデータでは両者は考慮されている。原爆被ばく者以外のデータを活用する

場合は、長期間にわたる低線量率の被ばくの場合などは被ばく時年齢などの扱いが難しく

なる。 

Q：DDREF の値は、動物実験では高くないが、人が 2 と高いことは人の免疫力が高いためな

のか。 

A：動物実験の結果としては、放射線防護の関心のある線量の領域では、DDREF はさほど大

きくないという趣旨である。 

 

3-5. 「閉会挨拶」高橋知之プログラムオフィサー（京都大学） 

閉会にあたり、プログラムオフィサーである高橋氏（京都大学）から以下の挨拶があった。 

国際動向報告会は今年で 4 回目となり、Web での開催であったが、参加者の尽力により実り

を多いものとなった。今回のテーマは「リスク」ということで、それぞれの国際組織における

リスクに関する検討状況について講演があった。現状の整理、今後の課題、課題解決の難しさ

の共通認識を得ることができた。本報告会を通じて、リスクの議論というのは自然科学の様々

な分野に関わること、特に放射線防護、放射線規制、リスクコミュニケーションまで考慮する

と社会科学、人文科学といった様々な分野の議論が必要になると認識した。アンブレラ事業は

来年度が最終年度となる。これまでの活動を取りまとめて、学会連携をどのように進めるか検

討が必要になってくる。リスクといった幅広い分野が関わるテーマのように、様々な分野にお

ける学会連携を進めるために皆さまにご議論頂きたいと考えている。積極的な参加協力をお願

いしたい。 
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4. 当日写真 

 

写真 1 高山氏による開会挨拶 

 

写真 2 川口氏による講演 

 

写真 3 酒井氏による講演 

 

写真 4 浜田氏による講演 

 

写真 5 荻野氏による講演 

 

写真 6 本間氏による講演 

 

写真 7 佐藤氏による報告 

 

写真 8 伴氏による報告 
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写真 9 神田氏による報告 

 

写真 10 甲斐氏による報告 

 
写真 11 高橋氏による閉会挨拶 
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【附録】

講演要旨 
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講演 1 

「UNSCEAR におけるリスクに関する検討状況」 

量子科学技術研究開発機構 川口 勇生 

 

原子放射線の影響に関する国連科学委員会 (United Nations Scientific Committee on the 
Effects of Atomic Radiation、以後 UNSCEAR)は、1950 年代において大気内核実験の影響

を世界的に調査する必要性が認識されたことから、国際連合(United Nations、以降国連)の
委員会として 1955 年 12 月の国連総会決議に基づき、日本を含む 15 カ国からの科学者

により組織され、1956 年の第一回会合以降、年一回年次総会が開催されている。事務局は

1973 年以降ウィーンに置かれており、現在 27 加盟国に加えて複数の国際的機関がオブザ

ーバとして参加している。UNSCEAR の主な活動としては、電離放射線に関して被ばく状

況について世界的な調査・評価を行うとともに、人および環境に関して放射線影響の情報

を収集・評価を行い、国連に報告することである。 
近年公表された UNSCEAR 報告書のうち、リスクに関する報告書としては 2012 年報告

書があり、附属書 A では Attributing health effects to ionizing radiation exposure and inferring 
risks として、放射線被ばくと健康影響の帰因性について概説するとともに、科学的手法に

よるリスク推定と、被ばくした集団に対する将来的なリスク予測に関して明確に区別する

ことを推奨し、附属書 B の Annex B - Uncertainties in risk estimates for radiation-induced 
cancer において、リスク推定や予測における不確実性についてレビューを行っている。特

に附属書 B において、いくつかの仮想的なシナリオを想定し、リスク予測を行っており、

2019 年報告書の附属書 Evaluation of selected health effects and inference of risk due to 
radiation exposure では、選択された仮想的なシナリオにおいてさらに詳細にリスク予測を

行い不確実性について検討を行っているが、コロナ禍の影響のため公表が遅れている。 
従って、本講演では、UNSCEARの最近の動向を紹介するとともに、リスクに関して 2012

年報告書を中心に紹介する。  
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講演 2 

「ICRP 第１専門委員会（C1）における検討状況」 

ICRP 第 1 専門委員会 （東京医療保健大学） 酒井一夫 

 
現在 ICRP C1 では、次のタスクグループ（TG）を設置して課題の検討を進めている。 
TG６４ プルトニウムおよびウランのがんリスク 
TG９１ 低線量・低線量率放射線のリスク 
TG９９ 標準動物標準植物モノグラフ 
TG102 デトリメント算定の方法論 
TG111 放射線に対する応答の個人差 
TG115 宇宙飛行士の放射線防護に係るリスクと線量の評価 
各 TG で取りまとめられた報告書はパブリックコメントを経て刊行物（Publication）と

して公表されることになる。 
 
また、より予備的な検討を実施するワーキングパーティが設置され、下に掲げた検討

が始まっている。 
 放射線による循環器疾患 
 子孫への影響および経世代影響 
 放射線の種類と影響(生物学的効果比 RBE, 線質係数 Q,放射線加重係数 wR) 
 デトリメント算定のためのパラメータ 
これらのワーキングパーティは順次 TG として再編され、より具体的かつ詳細な検討が

進められる予定である。 
 
放射線防護の根幹にかかわる課題が、現在の視点から再検討される事案も多い。2029

年目途とされる次期主勧告へ向けて「構成要素（building blocks）」の整備が進められてい

る。 
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講演 3 

「米国放射線防護審議会（NCRP）での放射線リスクに関する 
最近の検討状況」

電力中央研究所 浜田信行 

NCRP は、常設委員会の幹事会、審議会、7 つの専門委員会（PAC）、行政委員会、事務

局、アドホック委員会の科学委員会（SC）と審議会委員会により構成される[1]。このうち、

疫学、生物学、リスクの議論を担当している第 1 専門委員会（PAC 1）での最近の検討状

況について、本講演で紹介する。

PAC 1 は、科学委員会の検討結果をまとめて、ほぼ毎年、報告書を刊行している。最近

の例では、直線しきい線量なしモデルに関する 2001 年の Report No. 136 [2]のうち疫学的

知見について更新した Commentary No. 27 [3,4]と低エネルギー光子・電子の生物学的効果

（RBE）に関する Report No. 181 [5]を 2018 年に刊行、中枢神経系への宇宙放射線影響に

関する 2016 年の Commentary No. 25 [6]を発展させた Report No. 183 [7]を 2019 年に刊行

した。OECD が化学物質規制のために 2012 年からプログラムを設置している有害性発現

経路（AOP）について、NCRP は、生物学と疫学の統合に関する 2015 年の Commentary 
No. 24 [8]で放射線防護への応用を初めて提案し、Commentary No. 24 を発展させた Report 
No. 186 [9]を 2020 年に刊行した。放射線防護への AOP の応用について、2020 年に、

OECD/NEA/CRPPH は低線量研究に関する高レベルグループ（HLG-LDR）の傘下にワーキ

ンググループを設置するとともに、10 月と 12 月に北米主導でワークショップが開催され

た。2021 年 4 月に学際的欧州低線量イニシアティブ（MELODI）もワークショップを開催

予定であり、放射線防護への AOP の応用に関する議論が北米と欧州を中心に精力的に進

められている。

PAC 1 傘下の現行の科学委員会は、SC 1–27（肺がんリスクの性差を検討）のみである。

NCRP は、1993 年の Report No. 116 [10]以来の主勧告（基本勧告）である Report No. 180 
[11,12]を 2018 年に刊行し、組織反応（確定的影響）に関する等価線量限度を廃止して吸収

線量限度を勧告し、その放射線加重には、wRではなく RBE を勧告した。勧告された RBE
は、地球低軌道での活動のために 2000 年に勧告した Report No. 132 [13]の値であり、検

討が必要である。循環器疾患について、ICRP は、しきい線量を線量率によらず約 0.5 Gy
と 2011 年に勧告したが、NCRP は≤0.5 Gy でのリスクは不明と判断している[3,4,11,12]。
このような組織反応の RBE と循環器疾患は、重要な課題であるが、科学委員会の設置には

至っていない。

0.5–1.5 Gy の X 線胸部照射によって新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の肺炎を

治療しようとする臨床試験が、2020 年 4 月に提案され、10 カ国以上で実施されているが、

その臨床的意義を支持する科学的根拠は皆無である[15–17]。NCRP は、2020 年 7 月に国

立がん研究所（NCI）と国立アレルギー感染症研究所（NIAID）と共同でワークショップを
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開催して議論[18]するとともに、PAC 1 での議論を継続している。 
NCRP 主導の百万人研究については、2020 年 11 月にシンポジウムを開催したところで

ある。各コホートでの解析結果を数年以内に報告し、その後、全体の解析を開始する予定

である。 
NCRP は、年 1 回、公開制年会の前日に専門委員会の会合を開催している。2020 年の

年会は COVID-19 の影響で中止となったが、2021 年 4 月に第 56 回年会（テーマは航空乗

務員と宇宙飛行士での放射線リスク）、2022 年 3 月に第 57 回年会（テーマは各専門委員

会の検討内容紹介）を開催予定である。 
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講演 4 

「IAEA 放射線安全基準委員会(RASSC)における最近の検討状況」 

原子力規制庁 荻野 晴之 

 
 国際原子力機関（IAEA）は、原子力及び放射線の利用に関する安全基準を策定するため

に、安全基準委員会（CSS）を設置し、その下に 5 つの分野別安全基準委員会1を置いてい

る。このうち、放射線防護に関連した検討を行うのが、放射線安全基準委員会（RASSC: 
Radiation Safety Standards Committee）である。年 2 回、各国の RASSC 委員（2020 年 5
月現在、62 カ国）及びその技術支援者並びに関連機関2が参加し、IAEA 安全基準文書の草

案及び関連情報の共有並びに政策課題についての審議を行っている 1。RASSC 会合資料は

全て IAEA ウェブページ 2 に掲載されている。また、原子力規制庁では、IAEA との合意に

基づき、IAEA 安全基準シリーズ等を翻訳し、公開している 3。 
 本発表では、RASSC における最近の検討状況について報告する。 
 
(1) 放射線安全に関する国際会合（2020 年 11 月 9〜20 日） 
 IAEA が 2014 年に出版した共通安全要件 GSR Part 34の加盟国における履行上の課題を

抽出するため、IAEA 主催「放射線安全に関する国際会合」が 7 つの国際機関（EC, FAO, 
ILO, OECD/NEA, PAHO, UNEP, WHO）の協力を得て開催された 5,6。議長を務めた Rosario 
Velasco Garcia 氏（スペイン）は、閉会セッションにおいて、放射線安全専門職（Radiation 
Safety Profession）が世界でも類を見ない優れた公衆・環境防護システムを構築できた理

由として、国際的にも受け入れられている科学的発展及び非政府慈善団体の勧告する普遍

的なパラダイムに基づいていること、全ての関連する国際機関が共同で策定する基準を政

府間体制で構築していること等を挙げて、これに匹敵する公衆の防護制度が他にあるだろ

うかと投げかけた。その上で、これだけの成功を収めているにも拘らず、約 1 世紀の運用

期間を経て、同システムは確実に何らかの見直しを必要としていることを強調し、同シス

テムを強化するための今後の検討における重要な項目として、以下の内容を挙げた 7。 
1. 現代社会における意思決定プロセスにおいて、倫理的配慮をこれまで以上に優

先すること； 
2. 国民が情報に基づいた意思決定を行えるよう支援するため、放射線防護の専門

家には、事実に基づいた情報を提供する倫理的・道徳的責任があること； 
3. 正当化と最適化の原則は、医療分野では確立されているが、他の放射線防護分

野では十分に確立されておらず、結果として、決定が主に線量を考慮して行わ

れることが多く、経済的・社会的側面があまり考慮されていないこと； 
4. グレーデッドアプローチ（限られた資源を関連するリスクに比例して割り当て

 
1 緊急事態への準備と対応基準委員会（EPReSC）、原子力安全基準委員会（NUSSC）、放射線安全基準委員会（RASSC）、輸送安全基準

委員会（TRANSSC）、廃棄物安全基準委員会（WASSC） 
2 EC, ENISS, EUR, FAO, HERCA, ICRP, IEC, ILO, IRPA, ISO, ISSPA, NEA, PAHO, UNEP, UNSCEAR, WHO, WNA（2020 年 5 月現在） 
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る）を完全に採用することに消極的である。グレーデッドアプローチを適用す

ることで放射線防護の質が低下するのではないかという懸念があるが、実際に

はその逆であること； 
5. 資源の再利用を可能にするクリアランスは、廃棄物の発生とそれに伴うコスト

の最小化のため、国の政策にとって不可欠な要素であるが、長年の間にシステ

ムが複雑となり、規制当局の非常に保守的なアプローチは関連するリスクやグ

レーデッドアプローチの適用とは相反するものとなっていること； 
6. 現存被ばく状況の管理は、特に困難であることが証明されており、環境中に既

に存在する自然放射線源に対する、正当化及び最適化の原則並びにグレーデッ

ドアプローチの適用に課題があること； 
7. セキュリティスクリーニングや年齢測定、麻薬の密輸防止等の分野において、

医療以外の目的で個人が意図的に放射線を浴びる、非医学的人体撮像（Non-
medical human imaging）3が世界の多くの地域で日常的に行われているが、時

には規制当局の監督なしに行われており、利点とリスクを考慮に入れた正当化

の判断が重要な問題となること。 
 
(2) 個別安全指針「規制免除の概念の適用」（DS499）草案 
 2004 年に出版された安全指針 No. RS-G-1.7「除外、免除、クリアランスの概念の適用」
8について、共通安全要件 GSR Part 34に基づいて、2 つの個別安全指針（免除：DS4999、

クリアランス：DS50010）と 1 つの安全レポート（日用品の貿易における放射線安全）を

作成し、改訂するための検討が進められている。2020 年 12 月現在、安全基準文書策定プ

ロセスの Step 7（分野別安全基準委員会による一回目のレビュー）の段階にある。 
 GSR Part 34は、要件 8 において、「政府又は規制機関は、どの行為又は行為内の線源が、

本基準の要件の一部又は全てから免除されるのかを決定しなければならない」と述べてい

る。また、GSR Part 34の附則 I において、届出、登録又は許可などの要件から自動的に免

除されるレベルとして、代表的な放射性核種に対する放射能濃度（Bq/g）及び放射能量（Bq）
を示している。ここで重要なことは、これらのレベルは、政府又は規制機関が免除を決定

する際の「十分条件」ということである。すなわち、仮にこれらのレベルを超えていたと

しても、免除のための一般規準（附則 I, GSR Part 34）を満足することがケースバイケース

のアプローチによって判断されれば、規制の免除を引き続き決定することが可能となる。

DS499 草案 9では、このような免除を「個別免除（Specific Exemption）」と呼び、例とし

て、天然起源核種を含有する大量の固体状物質や表面汚染物質等を挙げている。 
 本発表では、DS499 草案（2020 年 9 月 10 日現在）9 の内容に基づいて、改訂の概要

（GSR Part 34における規制免除に関する要件、一般免除（Generic Exemption）と個別免

除（Specific Exemption）の違い、等）について報告する。 
 
(3) 個別安全指針「ラドン被ばくに対する作業者の防護」（DS519）文書作成計画 

 
3 IAEA では、個別安全指針 SSG-55「Radiation Safety of X Ray Generators and Other Radiation Sources Used for Inspection Purposes and for 
Non-medical Human Imaging」11 を 2020 年に出版し、非医学的人体撮像（Non-medical human imaging）に対する詳細なガイダンスを提供

している。 
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IAEA は、共通安全要件 GSR Part 34 に基づいて、共通安全指針 GSG-7「職業上の放射

線防護」12を 2018 年に出版しており、現在、ラドン被ばくに対する作業者の防護に関する

個別安全指針（DS519）を出版するため、草案の検討を進めている 13。2020 年 12 月現在、

安全基準文書策定プロセスの Step 5（草案の準備）の段階にある。 
GSR Part 34は、第 5 章において、現存被ばく状況に関する要件を示しており、ラドンを

含む自然起源による被ばくも防護の対象としている。要件 52 では、「規制機関は、現存被

ばく状況における作業者の防護のための要件を規定し、施行しなければならない」とされ

ており、作業場におけるラドンからの被ばくについては、以下の３つの重要な記述がある。

（5.27） 規制機関又は他の関係当局は、222Rn の適切な参考レベルの確立を含む、

作業場の 222Rn による被ばくに対する防護の戦略を確立しなければならない。222Rn
の参考レベルは、その時点で広く見られる社会的及び経済的状況を考慮して、222Rn
の年平均放射能濃度の 1,000 Bq/m3を超えない値に設定されなければならない4； 
（5.28） 雇用主は、作業場の 222Rn の放射能濃度が 5.27 項に従って定められてい

る参考レベル以下で合理的に達成可能な限り低いことを確実にしなければならず、そ

の防護が最適化されることを確実にしなければならない；

（5.29） もし、ラドンの放射能濃度低減のための雇用主によるあらゆる合理的な努

力にもかかわらず、作業場の 222Rn の放射能濃度が 5.27 項に従って定められた参考

レベルよりも高いままならば、第 3 章で定めた計画被ばく状況における職業被ばく

のための当該要件を適用しなければならない。

本発表では、DS519 文書作成計画 13に基づいて、本指針の概要を報告する。また、DS519
に関連する国際的な動向として、ラドンの単位被ばく量（WLM: Working Level Month）5あ

たりの致死的肺がんのリスク（mSv/WLM）が挙げられる。IAEA では、ICRP が 2018 年 2
月に Publication 137「Occupational Intake of Radionuclides: Part 3」14を発刊したことを

受けて、2019 年 10 月に IAEA 技術会合 15 を開催し、GSR Part 34 の内容を直ちに変更す

る必要性はないことや、IAEA は加盟国に対してラドンの線量換算係数の使用に関するポジ

ションペーパーを発行すべき等の結論を出している。本発表では、8 つの国際機関（EU,
FAO, IAEA, ILO, OECD/NEA, PAHO, UNSCEAR, WHO）から構成される IACRS（Inter-
Agency Committee on Radiation Safety）が 2020 年 7 月に発表した「ラドンの被ばく管理

に関する情報文書」16の概要についても紹介する。 

4 222Rn の平衡係数 0.4、年間 2,000 時間滞在と仮定すると、1,000 Bq/m3という 222Rn の放射能濃度の値は、10 mSv のオーダーの年間実

効線量に相当する（脚注 57, GSR Part 3）。 
5 WLM (Working Level Month)とは、1 作業月（170 時間）にわたって、1 WL (Working Level)の濃度の空気を呼吸することによる累積被

ばく量。WL (Working Level)とは、1 リットルの空気中に、1.3✕105 MeV のポテンシャル・アルファ・エネルギーを放出するラドンの短

寿命子孫核種の任意の混合濃度。1 WL=2.08✕10-5 J/m3（用語解説, ICRP Publication 115）。
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講演 5 

「OECD/NEA 放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）における 

最近の検討状況」

原子力規制庁 本間 俊充 

CRPPH は OECD の一部（NEA：原子力機関）である国際的な政府間組織として、また、

拘束力のない文書を作成する放射線防護専門家の委員会として、放射線防護を構成する学

際的な分野、公衆衛生及び環境に関して、助言、ガイダンス、枠組み、規制及び運用から

のフィードバックを提供し、国の当局、政策立案者、実務者及びステークホルダーにとっ

て、独自の権威ある情報源であるとされている。加盟国が共有する多様な経験がもたらす

高い価値により、委員会の参加型の作業手法は、放射線防護の概念、規制上の問題及び実

務に関する国際的なコンセンサスが求められる分野での迅速な進展を促している。

具体的には、年会などの会合、ワークショップ、ウェビナー、専門家/作業グループ、共同

事業/サービス（WPNEM，ISOE）、緊急事態演習を通じて、委員会は UNSCEAR の科学、

ICRP の概念、IAEA の基準を解釈し、新たな課題に直面した際に現実的に前進する道筋や

グッドプラクティスを提示している。また、各国政府や国際機関が最先端のレベルを維持

し、ベストプラクティスを活用するためにそのフィードバックも提供してきた。 

NEA 戦略計画と CRPPH のマンデート 
NEA は第 4 次戦略計画 2017-2022 [NEA/NE(2016)3/FINAL]で、人の健康と環境の放射

線防護の分野における概念的、科学的、政策的、規制的、運用上及び社会的な問題を確認

し、効果的に対処することにより、加盟国における放射線防護システムの規制、実施及び

更なる発展を支援することを包括的な目標とした。この目標を達成するための一連の行動

は、CRPPH のマンデート[NEA/NE(2016)6]で詳細に説明されている。NEA 戦略計画と 
CRPPH のマンデートという包括的な基盤に基づいて、加盟国における放射線防護政策、

規制及び適用の現状に関する委員会の経験と評価から CRPPH の戦略的方向性が導かれて

いる。

CRPPH の主な価値観 
CRPPH では、以下の価値観が委員会の理念の中心であり、委員会が今後も付加価値を高

め効果的に前進していくための基盤としている：

‐ 積極的かつ行動指向

‐ 前を向いて

‐ タスク指向で期間限定

‐ 委員会で特定された問題に迅速に対応するという点で柔軟性がある

‐ 科学、規制、運用の点でバランスがとれている

‐ 放射線防護原則の“ユーザー”へのサービスに注力
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‐ 相互学習による継続的改善の推進

‐ 多様な意見を受け入れながら、コンセンサスを求める

‐ 放射線防護基準の適用における文化的差異の重要性の認識

‐ 問題の検討と評価に可能な限り多くの関係者の意見を取り入れたオープン参加型

‐ 他組織の業務との重複を避ける

CRPPH 戦略的方向性の検討 
昨年 CRPPH では、現在進行中の戦略的方向性を踏まえ、継続性を確保しつつ、2021-2022

年の作業計画及び 2023 年以降の戦略計画を議論するために戦略的方向性の更新に着手し

た。この更新については各国とも歓迎しており、今回の見直しのための考え方として以下

に同意した：

 現行の放射線防護システムの実施と実践に関する CRPPH の見解と経験の可視性を

高め、特に次期の ICRP 主勧告への実践的なインプットを提供する。これは、ICRP
勧告、IAEA 国際安全基準あるいは地域基準についての加盟国の教訓や経験を十分把

握することによって、次期主勧告や更新に役立てられる。

 包括的な概念やアプローチに関して委員会が主催した 2 つの主要な国際ワークショ

ップから得られた知見を統合する。

 “ステークホルダーの関与：リスクコミュニケーション”、2019 年 9 月 24 日～

26 日、パリ

 “最適化：合理性の技術の再考”、2020 年 1 月 13 日～15 日、リスボン

 COVID-19 パンデミックからの教訓を探る。これは、関連する教訓を CRPPH の視点

に統合するために、COVID-19 の危機と回復の期間に取られたアプローチ、構成要素

と影響因子、意思決定プロセスの詳細な分析を行う価値があるからである。

さらに、CRPPH の戦略的方向性では、社会経済的要因やその他の要因、リスクを考慮に

入れた放射線防護に対する統合的なアプローチを引き続き推進すべきであるとした。 例え

ば、多くの決定は放射線学的な理由のみで行われるべきではなく、他の有意なリスクや意

図しない結果の増加をもたらすものであってはならない。

これを反映して、2020 年の調査では、以下の 4 つの戦略目標について加盟国のコメント

を求めた；

 戦略目標#1：放射線防護政策と実務の近代化

 #1.1 経験のより良い反映と規制の適用性の向上

 #1.2 基礎分野の進歩の把握と最先端の維持

 #1.3 経験と社会の進化を反映したステークホルダーの参画と関与アプローチの

発展

 戦略目標#2：原子力緊急事態への高度な備えと緊急事態後の復旧事項の策定

 戦略目標#3：原子力施設作業員の職業的被ばく

 戦略目標#4：継続性を確保するための知識管理

本報告では、今後の CRPPH の戦略的方向性のベースとなる上記 2 つのワークショップ

で得られた知見を中心に CRPPH における最近の検討状況について報告する。戦略的方向
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性に関する調査の結果にも触れる。
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